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 熊谷市事務事業評価外部評価委員会 

第 1 回 次 第 

 

             日 時 平成２３年６月３日（金） 

                 午前１０時３０分から正午まで  

             場 所 熊谷市役所館 ３０２会議室 

 

 開  会 

 

１ 委嘱状の交付 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 制度概要の説明 

 

４ 議  題 

（１）正・副委員長の選出 

 

（２）会議の公開について 

 

（３）対象事業の選定基準について 

 

（４）評価作業の進め方について 

ア 第２回委員会の開催について 

イ 第３～６回委員会の進め方 

 

５ その他 

 

 閉  会 
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１ 熊谷市総合振興計画の推進について 

 

行政評価による進行管理の全体イメージ 

 

 

 

 

 

９つの政策 

３つのリーディングプロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

〔９つの政策分野における成果指標の状況〕 

(平成 21年度末の実施状況) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊谷市自治基本条例(抜粋) 

 (行政評価) 

第 22条 市は、施策の成果目標を明確にするとともに、効率的かつ効果的な市政運

営を行うために行政評価を実施し、その結果を公表します。 

2 市は、行政評価の結果を検証し、施策に反映させるよう努めます。 

順調 76指標 54% 

おおむね順調 24指標 17% 

遅れている 40指標 29% 

合計 140指標 100% 

立案 

Ｐｌａｎ 

・事業実施計画の見直し 
・予算編成 

・事業実施 

・事務事業評価 
・事務事業外部評価 

・成果指標の把握 
・進捗状況の把握※1 
・アンケートの実施 

 

公 表 

評価 

Ｓｅｅ 

実施 

Ｄｏ 

市民の皆様 
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２ 事務事業評価について 

 

（１）考え方 

事業担当課が、予算事業ごとに、有効性及び効率性の観点からの定量分析、事業

の優先度、必要性、実施主体の妥当性、対象者、受益者負担及び市民ニーズの観点

からの定性分析を行い今後の方針を導き出します。 

行政評価担当事務局は、事業の内容、定量分析及び定性分析を勘案し、事務事業

の総合評価を行います。 

 

有効性：目的達成状況を示すもので、指標の実績値を目標値で除した値 

効率性：コスト改善状況を示すもので、評価年度のコストを基準年度のコストで除した値 

コストは実績額（事業の決算額＋人件費）を指標の実績値で除した値 

 

 

（２）用語の意味 

継続：今後も事業の必要性や市民ニーズなどを適切に把握しながら継続して実施

する事業。 

改善：事業の必要性は認めるが、必要性や市民ニーズなど、さらに、有効性及び

効率性等にも配慮しながら実施する事業。 

拡大：事業の必要性や市民ニーズなどの高まりにより、既存の事業をさらに拡大

して実施する事業。 

縮小：事業の目的をある程度達成したか、事業の必要性や市民ニーズが低くなる

など既存の事業を縮小して実施する事業。 

完了：事業の目的を達成し、完了した事業。 

 

 

（３）事務事業評価の状況 

(平成 22年度評価結果) 

 

 

 

継続 497事業 80.3% 

改善 52事業 8.4% 

拡大 5事業 0.8% 

縮小 9事業 1.5% 

完了 56事業 9.0% 

合計 619事業 100.0% 

継続, 497
事業, 80.3%

完了, 56事
業, 9.0%

縮小, 9事
業, 1.5%

拡大, 5事
業, 0.8%

改善, 52事
業, 8.4%



  

- 6 - 

３ 事務事業評価の外部評価について 

 

（１）実施方針 

現行の事務事業評価の客観性と透明性を確保し、市民からの信託に応えた諸施策

の展開を図るため、現在取り組んでいる各事務事業の効果を市職員以外の外部の視

点から検証し、諸施策の実現に向け、効果的に事務が執行されているかについて、

公正・公平な観点から評価します。 

 

（２）実施期間 

平成 23年度～平成 24年度の 2ヵ年を試行として実施します。 

 

（３）実施効果 

・効果的な諸施策の推進が図られます。 

・市職員の意識改革につながります。 

・市民の皆様へ情報を発信する場となります。 

・市政への市民参加につながります。 

 

（４）外部評価の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

（５）外部評価対象事業の選定 

・事務局が全ての事務事業から各部で合計 50事業程度を選定します。 

・外部評価委員会で対象事業選定の基準を決め、24事業に絞り込みます。 

 

（６）外部評価の進め方 

※別紙「外部評価の進め方」を参照 

 

（７）評価 

現行の事務事業評価の評価基準によります。ただし「中止・廃止の検討を要する」

評価項目を加えます。 

 

担当課評価・一次評価

(事業効果の検証) 

外部評価 

(事業見直し) 

総合評価 

(予算編成方針)  

市長 

（予算の調製）  

市議会 

(予算の議決)  

予算の執行 
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（８） スケジュール(予定) 

 
年 月 内 容 場所等(予定) 備 考 

平成 23年 

6月 3日

(金) 

 

 

 

 

 

 

 

 

6月下旬 

 

 

 

 

7月中旬 

 

 

 

8月初旬 

 

 

 

 

8月下旬 

 

 

 

 

 

 

9月下旬 

 

■第１回外部評価委員会 

・委員委嘱式 

・制度概要説明 

・事業選定基準等の決定 

 

○候補 50事業程度を選定 

○担当課評価（１次）評価の実施 

(入力期限:6/17(金)まで) 

 

 

■第 2回外部評価委員会 

・対象事業の選定 

(選定基準に基づき事業選定) 

 

 

○24事業の対象事業が決定 

 

 

 

■外部評価の実施(第 3～6回) 

(2 班編成で 24 事業(12 事業/班)

を評価) 

・事業概要説明(所管課) 

 

○評価結果取りまとめ 

○改革の方向性の検討(所管課) 

 

 

○外部評価結果を受け総合評価を

実施 

 

■第 7回外部評価委員会 

・総合評価結果説明 

 

 

熊谷市役所 

302会議室 

(2h/回) 

 

 

(庁内) 

 

 

 

 

熊谷市役所又

はメール等を

利用 

 

 

 

 

 

 

熊谷市役所 

全 8回/2班 

(3事業/2h/回) 

 

 

(事務局) 

(庁内) 

 

 

(庁内) 

 

 

熊谷市役所 

 

・外部評価対象事業の選定

基準が決定 

・班編成、外部評価の実施

日(第 3～6回)の決定 

 

 

 

 

 

 

50事業程度から 24事業を

選定 

・「事業概要説明シート」

準備 

 

関係課へ通知 

・参考資料作成 

・事業概要説明の準備 

 

・「拡大」、「継続」、「改善」、

「縮小」、「中止・廃止の検

討を要する」評価 

 

 

・各委員の意見を集約 

 

 

 

 

 

 

※総合評価結果及び外部

評価結果を公表(HP等) 
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外部評価の進め方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔実施方法〕 

コーディネーター及び外部評価委員が、担当課職員から概要説明を受けた後、質疑

応答により事務事業を評価します。 

① 事業説明 （５～１０分） 

・担当課職員が「事業概要説明シート」及び担当課作成説明資料に基づき、

当該事業の要点のみ説明を行います。（外部評価委員は事前に資料に目を

通している前提で説明します。） 

・説明者への資料出しのため補助員が控えます。 

 

② 事業選定理由説明（２分程度） 

    ・事務局から事業を選定した背景を提示します。 

 

③ 論点の提示（３分程度） 

・コーディネーターから主な論点等を提示します。 

 

④ 質疑・議論（２０分） 

・外部評価委員から説明者に対して、事務事業の効果や仕事のやり方につい

て疑問を投げかけます。 

 

⑤ まとめ（５分） 

    ・コーディネーターが各委員の意見を取りまとめ、議論の結果としての評価

を決定します。 

● ●

●

説
明
者

○

○

○

○

補
助
員

●

コ
ー

デ

ィ
ネ
ー

タ
ー

事　務　局

外部評価委員

外部評価委員

○

会　場　レ　イ　ア　ウ　ト　図

傍　聴　席

○

別紙 (6)「外部評価の進め方」参考資料 
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熊谷市事務事業評価外部評価実施要綱 

 

平成 23年 2月 18日決裁 

 

(趣旨) 

第 1条 この要綱は，熊谷市自治基本条例(平成 19年 9月 28日条例第 30号。以下「条

例」という。)第 22条に規定する行政評価において、客観性及び信頼性を確保する

ために、第三者による評価(以下「外部評価」という。)を実施する場合の必要な事

項を定めるものとする。 

(評価委員) 

第 2条 外部評価を行う第三者(以下「評価委員」という。)は、次の各号に掲げる者

のうちから市長が委嘱する。 

(1)学識経験者 

(2)有識者 

(3)公募市民 

2 評価委員の任期は、平成 25年 3月 31日までとする。 

3 任期途中で評価委員が退任した場合は、新たな評価委員を補充するものとし、そ

の評価委員の任期は前任者の在任期間とする。 

(外部評価委員会) 

第 3条 外部評価委員会(以下「委員会」という。)は、評価委員８人以内をもって組

織する。 

2 委員会に委員長及び副委員長を置き、評価委員の互選によりこれを定める。 

3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(評価委員の職務) 

第 4条 評価委員は、市長に対して、行政評価システムにおける事務事業評価の 1次

評価を点検し、改善策を提言するほか，外部評価の実施にあたり必要に応じて意見

を述べることができる。 

(評価の実施) 

第 5条 委員会は、特定課題にかかる事務事業について評価を行うものとする。 

2 評価の結果は、評価委員協議の上、取りまとめるものとする。 

3 評価の実施にあたり、関係職員の説明を求めることができる。 

(補則) 

第 6条 この要綱に定めるもののほか、外部評価の実施に関し、必要な事項は委員長

が委員会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は，平成 23年 4月 1日から施行する 

参考資料 

http://www.city.moriya.ibaraki.jp/reiki/reiki_honbun/e0840744001.html#j6
http://www.city.moriya.ibaraki.jp/reiki/reiki_honbun/e0840744001.html#j6
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４ 外部評価対象事業の選定基準（案） 

(１) 選定基準 

 

いづれかの基準を満たす場合は対象とします。 

また、事務事業に含まれる特定のテーマを絞り、外部評価の対象の事業とするこ

とも可能とします。 

(例:「○○窓口業務の民間活力導入について」、「○○の健全経営について」、「○○

の効率化について」、「○○イベントの再構築について」、「○○のあり方について」、

「○○の実施について」など) 

 

基準１「税金の使われ方」 → 事業の効率性を検証 

・予算額が 100 万円以上の事業 

・委託を実施している事業 

・全て直営で実施している事業 

・補助金及び負担金の交付の対象となる事務又は事業 

 

基準２「事務事業の硬直化」 → 時代のニーズに対応しているか検証 

・5 年以上同一の事業形態で継続して実施している事業 

 

基準３「国、県及び市の役割の確認」 → 必要性の検証 

・民間や国・県で実施している同種同類の事業 

・以前に法令上何らかの指摘がされた事業 

 

基準４「市民ニーズの反映」 → 必要性の検証 

・市民の生活に深く関わりのある事業 

・ハートフルミーティング等において市民の関心が高い事業 

 

基準５「その他」 

・外部の視点により検証を行うことが有効と判断される事業 

 

(２) 対象外事務事業の基準 

 

・全額が国、県費で負担する事業(例:年金、国政選挙、指定統計、外国人登録など) 

・法令等により市の実施方法が決まっている事業(例:戸籍など) 

・市民の最低限の生活保障の確保に必要な事業(例:生活保護など) 

 


